
 

文教委員会議案説明資料 
 

令和元年１２月１３日 

 

件   名  頁 

（学校運営部）   

 １ 第１２２号議案 足立区育英資金積立基金の設置、管理および処分に関する条例の

一部を改正する条例……………………………………………………  ２ 

 ２ 第１２３号議案 足立区立学校設置条例の一部を改正する条例………………………  ４ 

    

（子ども家庭部）   

 ３ 第１２４号議案 公設民営保育園の管理運営に係る積立金の取扱いに関する合意に

ついて……………………………………………………………………  ６ 

 ４ 第１２５号議案 公設民営保育園の管理運営に係る積立金の取扱いに関する合意に

ついて…………………………………………………………………… １５ 

 ５ 第１２６号議案 公設民営保育園の管理運営に係る積立金の取扱いに関する合意に 

ついて…………………………………………………………………… １７ 

 ６ 第１２７号議案 公設民営保育園の管理運営に係る積立金の取扱いに関する合意に

ついて…………………………………………………………………… １９ 

 ７ 第１２８号議案 公設民営保育園の管理運営に係る積立金の取扱いに関する合意に

ついて…………………………………………………………………… ２１ 

 ８ 第１２９号議案 公設民営保育園の管理運営に係る積立金の取扱いに関する合意に

ついて…………………………………………………………………… ２３ 

 ９ 第１３０号議案 公設民営保育園の管理運営に係る積立金の取扱いに関する合意に

ついて…………………………………………………………………… ２５ 

１０ 

 

第１３１号議案 公設民営保育園の管理運営に係る積立金の取扱いに関する合意に

ついて…………………………………………………………………… ２７ 

１１ 第１４２号議案 公設民営保育園の管理運営に係る積立金の取扱いに関する合意に

ついて…………………………………………………………………… ２９ 

（ 教 育 委 員 会 ） 
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第 １ ２ ２ 号 議 案 説 明 資 料  

令和元年１２月１３日 

件 名 足立区育英資金積立基金の設置、管理および処分に関する条例の一部

を改正する条例 

所管部課名 学校運営部学務課 

 

内 容 

 

 

１ 改正理由 

足立区育英資金貸付条例の改正に伴い、足立区育英資金積立基金 

の設置、管理および処分に関する条例の一部を改正する。 

 

２ 主な改正内容（別紙、新旧対照表を参照） 

（１）第１条中の「足立区育英資金貸付条例」を「足立区育英資金条 

例」に改め、「学資金の貸付け及び」の次に「助成並びに」を加 

える。 

 

（２）第６条中の「足立区育英資金貸付条例」を「足立区育英資金条 

例」に改める。 

 

３ 新旧対照表 

  別紙のとおり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今後の方針 

 

 

施行年月日 公布の日から施行する。 
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足立区育英資金積立基金の設置、管理および処分に関する条例の一部を改正する条例 新旧対照表 

 

 改正前 改正後 

  足立区育英資金積立基金の設置、管理および処分に関する条例 

 （目的） 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 241条第１項 

の規定に基づき、足立区育英資金積立基金（以下「基金」という。）を設 

置するとともに、足立区育英資金貸付条例（昭和 31年足立区条例第１号） 

による学資金の貸付け及び学資金に係る補助に関する事務を円滑かつ効率

的に行うために必要な事項を定めることを目的とする。 

 （積立） 

第２条 省略 

 （管理） 

第３条 省略 

 （基金の利子の処理） 

第４条 省略 

 （繰替運用） 

第５条 省略 

 （処分） 

第６条 区長は、必要があると認めるときは、基金の一部を足立区育英資金 

貸付条例に定める学資金及び学資金に係る補助金として処分することがで 

きる。 

 （委任） 

第７条 省略 

  足立区育英資金積立基金の設置、管理および処分に関する条例 

 （目的） 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 241条第１項 

の規定に基づき、足立区育英資金積立基金（以下「基金」という。）を設 

置するとともに、足立区育英資金条例（昭和 31年足立区条例第１号）によ 

る学資金の貸付け及び助成並びに学資金に係る補助に関する事務を円滑か

つ効率的に行うために必要な事項を定めることを目的とする。 

 （積立） 

第２条 省略 

 （管理） 

第３条 省略 

 （基金の利子の処理） 

第４条 省略 

 （繰替運用） 

第５条 省略 

 （処分） 

第６条 区長は、必要があると認めるときは、基金の一部を足立区育英資金 

条例に定める学資金及び学資金に係る補助金として処分することができ 

る。 

 （委任） 

第７条 省略 
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第 １ ２ ３ 号 議 案 説 明 資 料  

令和元年１２月１３日 

件 名 足立区立学校設置条例の一部を改正する条例 

所管部課名 学校運営部 学校施設課、学校改築担当課 

 

内 容 

 

１ 条例改正の理由 

綾瀬小学校の改築に伴い仮設校舎に移転するため、足立区立学

校設置条例の一部を改正する。 

 

２ 条例改正の内容 

足立区立学校設置条例別表（第２条関係）を以下のとおり改正す

る。なお、学校位置は別紙のとおり。 

 

※新旧対照表 

改  正  前 改  正  後 

  

別表（第２条関係） 別表（第２条関係） 

 １ 小学校    １ 小学校   

 名称 位置   名称 位置  

 同  綾瀬小

学校 

同 綾瀬三丁目

１２番１５号 

  同 綾瀬小

学校 

同 東綾瀬一丁目

５番３号 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今後の方針 

 

 

施行年月日  令和２年４月１日 
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綾瀬 

小学校 

仮設校舎 

案内図 別紙 
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第 １ ２ ４ 号 議 案 説 明 資 料  

令和元年１２月１３日 

件 名 公設民営保育園の管理運営に係る積立金の取扱いに関する合意につい

て 

所管部課名 子ども家庭部子ども施設運営課 

 

内 容 

 

１ 議案提出理由 

足立区立やよい保育園は、現在、指定管理者による管理運営を

行っている。 

区と指定管理者との間で締結している協定書では、区が毎年度

支払う管理運営経費（委託料）に執行残額があった場合、次年度

への繰越しや指定管理者の法人本部会計への繰入れを一部認めて

いるものの、指定管理者は区立保育園の管理運営業務以外に委託

料を使用してはならず、執行残額は積立金として管理することと

なっている。 

しかし、区と指定管理者との協定書には積立金の精算等に関す

る規定がなく、その取扱いが不明確な状態となっている。 

このため、区と指定管理者との間で、積立金の取扱いに関し下

記のとおり合意することとし、地方自治法第９６条第１項第１２

号の和解の規定に基づく足立区議会の議決を得るため、本案件を

提出する。 

 

２ 主な内容 

（１）相手方 

    社会福祉法人 博友会 

（東京都足立区西新井栄町一丁目７番８号） 

    理事長 川下 勝利 

（２）指定管理施設名 

    足立区立やよい保育園 

（３）合意の概要 

    平成３０年度末時点の積立金のうち、足立区立やよい保育園

に在籍する職員に対する退職給付及び賞与に係る引当金相当額

として（別紙「公設民営保育園積立金の処理について」Ｐ１０参

照）、指定管理者が保有すべき金額と認め、その残額を区に返

還する。 

（４）平成３０年度末時点の足立区立やよい保育園に係る積立金額 

    ８４，９５１，５６８円 

（５）指定管理者が保有することを認める金額 

８４，９５１，５６８円 

（６）区への返還額 

    ０円 
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３ 添付資料 

別紙 「公設民営保育園積立金の処理について」 

 

 ４ その他 

   現在合意に至っていない公設民営保育園の指定管理者とは、今後

も継続して協議を進めていく。 

 

 

今後の方針 

 

 

議会の議決後、相手方と返還等の手続きを進めていく。 

 

 

 



公設民営保育園積立金の
処理について

別紙

８



施設別 控除額・返還額算定結果一覧

９



１ 平成３０年度末時点の園積立金を全額区に返還する。
ただし、将来的に法人が負担する下記費用については、
法人が保有すべき積立金として控除を認める。

（１）退職金として必要な費用（＝退職給付引当金）
（２）平成３１年度に支払う賞与のうち平成３０年度にかかる期間が

算定期間となる費用（＝賞与引当金）

控除金額算定のポイント(基本的な考え方)

２ 公設民営保育園全園に対し、公平な基準設定を行う。
⇒実際の職員の人数や経験年数も考慮した上で控除額を算定

１
０



0

5,000

10,000

15,000

2,836 4,358

(単位：千円）

6,363
8,523

12,034

・実際の職員の経験年数に応じて、指定管理期間中に法人で積み立てる
べき退職金額の増加分を控除する。

・退職金の単価は、東京都中小企業の平均モデル退職金額（※）を適用す
る。
※東京都産業労働局「中小企業の賃金・退職金事情（平成30年度）」の平均額を適用。

退職給付引当金の算定方法について

1,574

東京都中小企業平均モデル退職金額１
１



例１ 平成３０年度末で経験年数１５年の職員で、指定管理施設が５年目である場合の積算

1,574千円 1,262千円

指定管理開始までに
勤務していた分（経験年数10年）
の退職金額
⇒法人負担分とする

指定管理開始後に
追加で必要となった退職金額
⇒区負担分とする（＝控除対象額）

合計2,836千円
（15年で退職した場合の退職金額）

例２ 平成３０年度末で経験年数４０年の施設長で、指定管理施設が１０年目である場合の積算
⇒施設長のみ、過去に直営園等に勤務していたとみなし、経験年数を半分とみなす

合計4,358千円
（20年で退職した場合の退職金額）

1,574千円 2,784千円

法人負担分
（経験年数10年分）

区負担分
（経験年数20年から経験年数10年の

退職金額を引いたもの）

退職給付引当金の算定方法について

１
２



・国が示す「公定価格」における職種別の月額単価（※）を適用する。

・年間の賞与総額は、「公定価格」で用いている国家公務員給与と同じく、
月額単価の４．４５ヶ月分とする。

・各法人の給与規定に定める、平成３１年度分の賞与の算定対象期間が
平成３０年度にかかる期間に相当する賞与額を控除対象とする。
（ただし、期間の定めのない場合は、他法人の標準期間である５ヶ月とみなす）
※平成３１年３月２８日「『平成３０年度における私立保育所の運営に要する費用について』の一部改正について」の単価を適用。

（表）「公定価格」における職種別単価

職 種 格 付 本俸基準額

施設長（所長） （福）２－３３ ２５６，０００円

主任保育士 （福）２－１７ ２３８、４７６円

保 育 士 （福）１－２９ ２０３，８９８円

調理員等 （行二）１－３７ １７４，６００円

賞与引当金の算定方法について

１
３



年間賞与総額 １，５５２，９４３円（３４８，９７６円×４．４５ヶ月）

例 法人の令和元年６月の賞与支給における平成３０年度中の支給対象期間が５ヶ月
（実支給対象期間：平成３０年１１月１日～平成３１年４月３０日）である場合の施設長の賞与引当金

賞与引当金 ６４７，０５９円

賞与総額の５／１２が、
賞与引当金となる

施設長本俸基準額
２５６，６００円

地域加算
５１，３２０円

処遇改善加算

４１，０５６円

賞与引当金の算定方法について

施設長の月額給与額 ３４８，９７６円
（人件費分処遇改善加算が１６％の場合）

１
４
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第 １ ２ ５ 号 議 案 説 明 資 料  

令和元年１２月１３日 

件 名 公設民営保育園の管理運営に係る積立金の取扱いに関する合意につい

て 

所管部課名 子ども家庭部子ども施設運営課 

 

内 容 

 

１ 議案提出理由 

足立区立青井保育園は、現在、指定管理者による管理運営を行

っている。 

区と指定管理者との間で締結している協定書では、区が毎年度

支払う管理運営経費（委託料）に執行残額があった場合、次年度

への繰越しや指定管理者の法人本部会計への繰入れを一部認めて

いるものの、指定管理者は区立保育園の管理運営業務以外に委託

料を使用してはならず、執行残額は積立金として管理することと

なっている。 

しかし、区と指定管理者との協定書には積立金の精算等に関す

る規定がなく、その取扱いが不明確な状態となっている。 

このため、区と指定管理者との間で、積立金の取扱いに関し下

記のとおり合意することとし、地方自治法第９６条第１項第１２

号の和解の規定に基づく足立区議会の議決を得るため、本案件を

提出する。 

 

２ 主な内容 

（１）相手方 

    社会福祉法人 からしだね 

（東京都足立区梅田七丁目１９番２３号） 

    理事長 春見 静子 

（２）指定管理施設名 

    足立区立青井保育園 

（３）合意の概要 

    平成３０年度末時点の積立金のうち、足立区立青井保育園に

在籍する職員に対する退職給付及び賞与に係る引当金相当額と

して（別紙「公設民営保育園積立金の処理について」Ｐ１０参照

）、指定管理者が保有すべき金額と認め、その残額を区に返還

する。 

（４）平成３０年度末時点の足立区立青井保育園に係る積立金額  

    ３７，１３４，９６０円 

（５）指定管理者が保有することを認める金額 

３７，１３４，９６０円 

（６）区への返還額 

    ０円 
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３ 添付資料 

別紙 「公設民営保育園積立金の処理について」 

（Ｐ８－Ｐ１４参照） 

 

４ その他 

   現在合意に至っていない公設民営保育園の指定管理者とは、今後

も継続して協議を進めていく。 

 

 

今後の方針 

 

 

議会の議決後、相手方と返還等の手続きを進めていく。 
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第 １ ２ ６ 号 議 案 説 明 資 料  

令和元年１２月１３日 

件 名 公設民営保育園の管理運営に係る積立金の取扱いに関する合意につい

て 

所管部課名 子ども家庭部子ども施設運営課 

 

内 容 

 

１ 議案提出理由 

足立区立水神橋保育園は、現在、指定管理者による管理運営を

行っている。 

区と指定管理者との間で締結している協定書では、区が毎年度

支払う管理運営経費（委託料）に執行残額があった場合、次年度

への繰越しや指定管理者の法人本部会計への繰入れを一部認めて

いるものの、指定管理者は区立保育園の管理運営業務以外に委託

料を使用してはならず、執行残額は積立金として管理することと

なっている。 

しかし、区と指定管理者との協定書には積立金の精算等に関す

る規定がなく、その取扱いが不明確な状態となっている。 

このため、区と指定管理者との間で、積立金の取扱いに関し下

記のとおり合意することとし、地方自治法第９６条第１項第１２

号の和解の規定に基づく足立区議会の議決を得るため、本案件を

提出する。 

 

２ 主な内容 

（１）相手方 

    社会福祉法人 聖華 

（千葉県野田市上三ケ尾４５４番地１号） 

    理事長 白須賀 まり子 

（２）指定管理施設名 

    足立区立水神橋保育園 

（３）合意の概要 

    平成３０年度末時点の積立金のうち、足立区立水神橋保育園

に在籍する職員に対する退職給付及び賞与に係る引当金相当額

として（別紙「公設民営保育園積立金の処理について」Ｐ１０参

照）、指定管理者が保有すべき金額と認め、その残額を区に返

還する。 

（４）平成３０年度末時点の足立区立水神橋保育園に係る積立金額 

    ４２，１５１，４６１円 

（５）指定管理者が保有することを認める金額 

４２，１５１，４６１円 

（６）区への返還額 

    ０円 
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３ 添付資料 

別紙 「公設民営保育園積立金の処理について」 

（Ｐ８－Ｐ１４参照） 

 

４ その他 

   現在合意に至っていない公設民営保育園の指定管理者とは、今後

も継続して協議を進めていく。 

 

 

今後の方針 

 

 

議会の議決後、相手方と返還等の手続きを進めていく。 
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第 １ ２ ７ 号 議 案 説 明 資 料  

令和元年１２月１３日 

件 名 公設民営保育園の管理運営に係る積立金の取扱いに関する合意につい

て 

所管部課名 子ども家庭部子ども施設運営課 

 

内 容 

 

１ 議案提出理由 

足立区立千住保育園は、現在、指定管理者による管理運営を行

っている。 

区と指定管理者との間で締結している協定書では、区が毎年度

支払う管理運営経費（委託料）に執行残額があった場合、次年度

への繰越しや指定管理者の法人本部会計への繰入れを一部認めて

いるものの、指定管理者は区立保育園の管理運営業務以外に委託

料を使用してはならず、執行残額は積立金として管理することと

なっている。 

しかし、区と指定管理者との協定書には積立金の精算等に関す

る規定がなく、その取扱いが不明確な状態となっている。 

このため、区と指定管理者との間で、積立金の取扱いに関し下

記のとおり合意することとし、地方自治法第９６条第１項第１２

号の和解の規定に基づく足立区議会の議決を得るため、本案件を

提出する。 

 

２ 主な内容 

（１）相手方 

    社会福祉法人 太陽会 

（東京都足立区鹿浜五丁目２８番１８号） 

    理事長 藤木 二幸 

（２）指定管理施設名 

    足立区立千住保育園 

（３）合意の概要 

    平成３０年度末時点の積立金のうち、足立区立千住保育園に

在籍する職員に対する退職給付及び賞与に係る引当金相当額と

して（別紙「公設民営保育園積立金の処理について」Ｐ１０参照

）、指定管理者が保有すべき金額と認め、その残額を区に返還

する。 

（４）平成３０年度末時点の足立区立千住保育園に係る積立金額  

    １０８，６４６，４５６円 

（５）指定管理者が保有することを認める金額 

５９，０８３，７９２円 

（６）区への返還額 

    ４９，５６２，６６４円 
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３ 添付資料 

別紙 「公設民営保育園積立金の処理について」 

（Ｐ８－Ｐ１４参照） 

 

４ その他 

  現在合意に至っていない公設民営保育園の指定管理者とは、今後

も継続して協議を進めていく。 

 

 

今後の方針 

 

 

議会の議決後、相手方と返還等の手続きを進めていく。 
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第 １ ２ ８ 号 議 案 説 明 資 料  

令和元年１２月１３日 

件 名 公設民営保育園の管理運営に係る積立金の取扱いに関する合意につい

て 

所管部課名 子ども家庭部子ども施設運営課 

 

内 容 

 

１ 議案提出理由 

足立区立竹の塚保育園は、現在、指定管理者による管理運営を

行っている。 

区と指定管理者との間で締結している協定書では、区が毎年度

支払う管理運営経費（委託料）に執行残額があった場合、次年度

への繰越しや指定管理者の法人本部会計への繰入れを一部認めて

いるものの、指定管理者は区立保育園の管理運営業務以外に委託

料を使用してはならず、執行残額は積立金として管理することと

なっている。 

しかし、区と指定管理者との協定書には積立金の精算等に関す

る規定がなく、その取扱いが不明確な状態となっている。 

このため、区と指定管理者との間で、積立金の取扱いに関し下

記のとおり合意することとし、地方自治法第９６条第１項第１２

号の和解の規定に基づく足立区議会の議決を得るため、本案件を

提出する。 

 

２ 主な内容 

（１）相手方 

    株式会社 ベネッセスタイルケア 

（東京都新宿区西新宿二丁目３番１号新宿モノリスビル５階） 

    代表取締役 滝山 真也 

（２）指定管理施設名 

    足立区立竹の塚保育園 

（３）合意の概要 

    平成３０年度末時点の積立金のうち、足立区立竹の塚保育園

に在籍する職員に対する退職給付、賞与に係る引当金相当額及

び平成３１年度中に納付する法人税等相当額として（別紙「公

設民営保育園積立金の処理について」Ｐ１０参照）、指定管理者

が保有すべき金額と認め、その残額を区に返還する。 

（４）平成３０年度末時点の足立区立竹の塚保育園に係る積立金額 

    １０９，５０４，１３３円 

（５）指定管理者が保有することを認める金額 

５２，５７５，９６０円 

（６）区への返還額 

    ５６，９２８，１７３円 
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３ 添付資料 

別紙 「公設民営保育園積立金の処理について」 

（Ｐ８－Ｐ１４参照） 

 

４ その他 

   現在合意に至っていない公設民営保育園の指定管理者とは、今後

も継続して協議を進めていく。 

 

 

今後の方針 

 

 

議会の議決後、相手方と返還等の手続きを進めていく。 
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第 １ ２ ９ 号 議 案 説 明 資 料  

令和元年１２月１３日 

件 名 公設民営保育園の管理運営に係る積立金の取扱いに関する合意につい

て 

所管部課名 子ども家庭部子ども施設運営課 

 

内 容 

 

１ 議案提出理由 

足立区立興本保育園は、現在、指定管理者による管理運営を行

っている。 

区と指定管理者との間で締結している協定書では、区が毎年度

支払う管理運営経費（委託料）に執行残額があった場合、次年度

への繰越しや指定管理者の法人本部会計への繰入れを一部認めて

いるものの、指定管理者は区立保育園の管理運営業務以外に委託

料を使用してはならず、執行残額は積立金として管理することと

なっている。 

しかし、区と指定管理者との協定書には積立金の精算等に関す

る規定がなく、その取扱いが不明確な状態となっている。 

このため、区と指定管理者との間で、積立金の取扱いに関し下

記のとおり合意することとし、地方自治法第９６条第１項第１２

号の和解の規定に基づく足立区議会の議決を得るため、本案件を

提出する。 

 

２ 主な内容 

（１）相手方 

    社会福祉法人太陽会 

（東京都足立区鹿浜五丁目２８番１８号） 

    理事長 藤木 二幸 

（２）指定管理施設名 

    足立区立興本保育園 

（３）合意の概要 

    平成３０年度末時点の積立金のうち、足立区立興本保育園に

在籍する職員に対する退職給付及び賞与に係る引当金相当額と

して（別紙「公設民営保育園積立金の処理について」Ｐ１０参照

）、指定管理者が保有すべき金額と認め、その残額を区に返還

する。 

（４）平成３０年度末時点の足立区立興本保育園に係る積立金額  

    ２５，７０２，２６３円 

（５）指定管理者が保有することを認める金額 

２５，７０２，２６３円 

（６）区への返還額 

    ０円 
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３ 添付資料 

別紙 「公設民営保育園積立金の処理について」 

（Ｐ８－Ｐ１４参照） 

 

４ その他 

   現在合意に至っていない公設民営保育園の指定管理者とは、今後

も継続して協議を進めていく。 

 

 

今後の方針 

 

 

議会の議決後、相手方と返還等の手続きを進めていく。 
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第 １ ３ ０ 号 議 案 説 明 資 料  

令和元年１２月１３日 

件 名 公設民営保育園の管理運営に係る積立金の取扱いに関する合意につい

て 

所管部課名 子ども家庭部子ども施設運営課 

 

内 容 

 

１ 議案提出理由 

足立区立竹の塚北保育園は、現在、指定管理者による管理運営

を行っている。 

区と指定管理者との間で締結している協定書では、区が毎年度

支払う管理運営経費（委託料）に執行残額があった場合、次年度

への繰越しや指定管理者の法人本部会計への繰入れを一部認めて

いるものの、指定管理者は区立保育園の管理運営業務以外に委託

料を使用してはならず、執行残額は積立金として管理することと

なっている。 

しかし、区と指定管理者との協定書には積立金の精算等に関す

る規定がなく、その取扱いが不明確な状態となっている。 

このため、区と指定管理者との間で、積立金の取扱いに関し下

記のとおり合意することとし、地方自治法第９６条第１項第１２

号の和解の規定に基づく足立区議会の議決を得るため、本案件を

提出する。 

２ 主な内容 

（１）相手方 

    社会福祉法人 三樹会 

（埼玉県さいたま市南区鹿手袋四丁目１７番２２号） 

    理事長 細野 智樹 

（２）指定管理施設名 

    足立区立竹の塚北保育園 

（３）合意の概要 

    平成３０年度末時点の積立金のうち、足立区立竹の塚北保育

園に在籍する職員に対する退職給付及び賞与に係る引当金相当

額として（別紙「公設民営保育園積立金の処理について」Ｐ１０

参照）、指定管理者が保有すべき金額と認め、その残額を区に

返還する。 

（４）平成３０年度末時点の足立区立竹の塚北保育園に係る積立金

額  

    ３４，０００，２４８円 

（５）指定管理者が保有することを認める金額 

３４，０００，２４８円 

（６）区への返還額 

    ０円 
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３ 添付資料 

別紙 「公設民営保育園積立金の処理について」 

（Ｐ８－Ｐ１４参照） 

 

４ その他 

   現在合意に至っていない公設民営保育園の指定管理者とは、今後

も継続して協議を進めていく。 

 

 

今後の方針 

 

 

議会の議決後、相手方と返還等の手続きを進めていく。 
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第 １ ３ １ 号 議 案 説 明 資 料  

令和元年１２月１３日 

件 名 公設民営保育園の管理運営に係る積立金の取扱いに関する合意につい

て 

所管部課名 子ども家庭部子ども施設運営課 

 

内 容 

 

１ 議案提出理由 

足立区立新田おひさま保育園は、現在、指定管理者による管理

運営を行っている。 

区と指定管理者との間で締結している協定書では、区が毎年度

支払う管理運営経費（委託料）に執行残額があった場合、次年度

への繰越しや指定管理者の法人本部会計への繰入れを一部認めて

いるものの、指定管理者は区立保育園の管理運営業務以外に委託

料を使用してはならず、執行残額は積立金として管理することと

なっている。 

しかし、区と指定管理者との協定書には積立金の精算等に関す

る規定がなく、その取扱いが不明確な状態となっている。 

このため、区と指定管理者との間で、積立金の取扱いに関し下

記のとおり合意することとし、地方自治法第９６条第１項第１２

号の和解の規定に基づく足立区議会の議決を得るため、本案件を

提出する。 

２ 主な内容 

（１）相手方 

    社会福祉法人 太陽会 

（東京都足立区鹿浜五丁目２８番１８号） 

   理事長 藤木 二幸 

（２）指定管理施設名 

    足立区立新田おひさま保育園 

（３）合意の概要 

    平成３０年度末時点の積立金のうち、足立区立新田おひさま

保育園に在籍する職員に対する退職給付及び賞与に係る引当金

相当額として（別紙「公設民営保育園積立金の処理について」Ｐ

１０参照）、指定管理者が保有すべき金額と認め、その残額を

区に返還する。 

（４）平成３０年度末時点の足立区立新田おひさま保育園に係る積

立金額  

    ８９，１１７，４０１円 

（５）指定管理者が保有することを認める金額 

３８，２４３，３０６円 

（６）区への返還額 

    ５０，８７４，０９５円 
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３ 添付資料 

別紙 「公設民営保育園積立金の処理について」 

（Ｐ８－Ｐ１４参照） 

 

４ その他 

   現在合意に至っていない公設民営保育園の指定管理者とは、今後

も継続して協議を進めていく。 

 

 

今後の方針 

 

 

議会の議決後、相手方と返還等の手続きを進めていく。 
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第 １ ４ ２ 号 議 案 説 明 資 料  

令和元年１２月１３日 

件 名 公設民営保育園の管理運営に係る積立金の取扱いに関する合意につい

て 

所管部課名 子ども家庭部子ども施設運営課 

 

内 容 

 

１ 議案提出理由 

足立区立谷在家保育園は、現在、指定管理者による管理運営を

行っている。 

区と指定管理者との間で締結している協定書では、区が毎年度

支払う管理運営経費（委託料）に執行残額があった場合、次年度

への繰越しや指定管理者の法人本部会計への繰入れを一部認めて

いるものの、指定管理者は区立保育園の管理運営業務以外に委託

料を使用してはならず、執行残額は積立金として管理することと

なっている。 

しかし、区と指定管理者との協定書には積立金の精算等に関す

る規定がなく、その取扱いが不明確な状態となっている。 

このため、区と指定管理者との間で、積立金の取扱いに関し下

記のとおり合意することとし、地方自治法第９６条第１項第１２

号の和解の規定に基づく足立区議会の議決を得るため、本案件を

提出する。 

 

２ 主な内容 

（１）相手方 

    社会福祉法人 わかば会 

（群馬県太田市新道町５２番地） 

    理事長 石川 晴雄 

（２）指定管理施設名 

    足立区立谷在家保育園 

（３）合意の概要 

    平成３０年度末時点の積立金のうち、足立区立谷在家保育園

に在籍する職員に対する退職給付及び賞与に係る引当金相当額

として（別紙「公設民営保育園積立金の処理について」Ｐ１０参

照）、指定管理者が保有すべき金額と認め、その残額を区に返

還する。 

（４）平成３０年度末時点の足立区立谷在家保育園に係る積立金額 

    ５９，４８８，６１７円 

（５）指定管理者が保有することを認める金額 

４８，２４５，１４４円 

（６）区への返還額 

    １１，２４３，４７３円 
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３ 添付資料 

別紙 「公設民営保育園積立金の処理について」 

（Ｐ８－Ｐ１４参照） 

 

４ その他 

   現在合意に至っていない公設民営保育園の指定管理者とは、今後

も継続して協議を進めていく。 

 

 

今後の方針 

 

 

議会の議決後、相手方と返還等の手続きを進めていく。 
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